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介護予防・日常生活支援総合事業 

介護予防通所介護相当サービス 重要事項説明書 

 

当事業所は、契約者に対する介護予防通所介護相当サービスの提供にあたり、厚生労働省令第３

７号第１００条に基づいて、当事業者が契約者に説明すべき重要事項は、次のとおりです。 

 

１．事業者 

（１）法人名        株式会社ハートサービス 

（２）法人所在地     岐阜県大垣市矢道町１丁目２３番地 

（３）電話番号       ０５８４－９３―０８１０ 

（４）代表者氏名     代表取締役 清水 洋一 

（５）ホームページ  http://www.heart-gp.org/sv-top/ 

 

２．ご利用事業所 

（１）事業所の種類  介護予防通所介護相当サービス 

（２）事業所の名称  デイサービスセンター「ぬくもりの郷」 

（３）事業所の所在地 岐阜県大垣市矢道町１丁目２３番地 

（４）電話番号    ０５８４－９３－１８１１ 

（５）開設年月       平成１３年６月２４日 

（６）入所定員       通所介護と介護予防通所介護相当サービスを含めて４５人  

 

３．事業の目的と運営方針 

（１）事業の目的 

介護予防通所介護相当サービスは、介護保険法令、その他関係法令に従い、事業所の生

活相談員又は看護職員及び介護職員が、要支援状態にある高齢者に対し、適切な介護予防

通所介護相当サービスを提供することを目的として、サービスを提供します。 

（２）運営の方針 

介護予防通所介護相当サービスは、要支援者の心身の特性を踏まえて、その有する能力 

に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の世話および機能訓

練を行うことにより、契約者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに契約者の

家族の身体的及び精神的負担の軽減を図ります。 

介護予防通所介護相当サービスは、要支援者の心身機能の改善、環境調整等を通じて、 

   要支援者の自立を支援し、生活の質の向上に資するサービス提供を行うため、要支援者の

意欲を高めるような適切な働きかけ、要支援者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行

います。事業の実施に当っては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービス機関との

綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。 

 

 

http://www.heart-gp.org/sv-top/
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４．職員の配置状況 

当事業所では、契約者に対して介護予防通所介護相当サービスを提供する職員として、以下

の職種の職員を配置しています。 

＜主な職員の配置状況＞ 常勤換算 ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 計 常勤 非常勤 
専従 

兼務 
業務内容 資格別人数 

管理者 1 1  兼務 業務の総括 ヘルパー２級 

介護職員 17 10 7 
専従 14 

兼務 3 
生活上必要な介護提供 

介護福祉士  8 名 

ヘルパー2 級 2 名 

初任者     5 名 

看護師     1 名 

准看護師    1 名 

生活相談員 2 1 1 
専従 1 

兼務 1 
日常生活に必要なすべての相談 社会福祉主事 2 名 

看護職員 4 2 2 
専従 2 

兼務 2 
健康管理等看護の提供 

看護師     1 名 

准看護師    3 名 

機能訓練指

導員 
5 1 4 

専従 2 

兼務 3 
機能訓練の提供 

柔道整復師  1 名 

理学療法士  1 名 

看護師     1 名 

准看護師    2 名 

事務職員 1  1 兼務 必要な事務 

 

 

＜主な職種の勤務体制＞ 

職 種 勤 務 体 制 

看護職、介護職員 勤務時間  ８：００～１７：００      

      

５．営業日及び営業時間 

営業日 毎 日 (但し、１２月３１日から１月３日までを除く) 

営業時間 ８：００ ～ １７：００ 

サービス提供時間 ９：００ ～ １６：１５ 

 

６．当事業所が提供するサービスと利用料金 （自己負担額は目安です。） 

  当事業所が提供するサービスには、次の２通りがあります。 

（１） 利用料金が介護保険から給付される場合 

（２） 利用料金の全額を契約者にご負担いただく場合 

 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第４条参照） 

以下のサービスについては、利用料金の大部分が介護保険から給付されます。  
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＜サービスの概要＞   

① 食 事（但し食費は別途いただきます。） 

・契約者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則としてい

ます。 

・食事時間  １２：００～１３：００ 

② 入 浴 

・契約者の身体状態等により、一般浴、リフト浴、機械浴、シャワー浴で入浴して頂き

ます。 

③排 泄 

・排泄の自立を促すため、契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

④機能訓練 

・機能訓練指導員により、契約者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な

機能の回復又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

 

＜サービス利用料金（１日あたり）＞  

下記の料金表によって、契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付費

額を除いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（上記サービスの利用料金は、契約者の要

介護度及び適用される加算項目に応じて異なります。） 

☆ 地域区分その他設定により １単位 10円となります。 

                                    単位：円 

区 分 
通所型独自サービス２１ 

   ≪４３６単位／回≫ 

通所型独自サービス１１  

≪１,７９８単位／月≫ 

介護度 事業対象者 要支援１ 事業対象者 要支援１ 

自己負担額<１割> ４３６ ４３６ １,７９８ １,７９８ 

自己負担額<２割> ８７２ ８７２ ３,５９６ ３,５９６ 

自己負担額<３割> １,３０８ １,３０８ ５,３９４ ５,３９４ 

☆ 通所型独自サービス２１は事業対象者、要支援１・・・１か月に４回まで利用可能 

☆ 通所型独自サービス１１は月５回まで利用可能   
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 単位：円 

区 分 
通所型独自サービス２２ 

   ≪４４７単位／回≫ 

通所型独自サービス１２  

≪３,６２１単位／月≫ 

介護度 要支援２ 要支援２ 

自己負担額<１割> ４４７ ３,６２１ 

自己負担額<２割> ８９４ ７,２４２ 

自己負担額<３割> １,３４１ １０,８６３ 

☆ 通所型独自サービス２２は要支援２・・・１か月に８回まで利用可能 

☆ 通所型独自サービス１２は月９回まで利用可能 

                               

☆当事業所は上記介護費のほかに、次の加算が適用されます。  

通所型独自サービスご利用の場合（１月につき該当する場合のみ）         単位：円 

加算項目 自己負担額＜１割＞ 自己負担額＜２割＞ 自己負担額＜３割＞ 

提供体制加算Ⅰ１（事業対象者・要支援１） ８８ １７６ ２６４ 

提供体制加算Ⅰ２（要支援２） １７６ ３５２ ５２８ 

提供体制加算Ⅱ１（事業対象者・要支援１） ７２ １４４ ２１６ 

提供体制加算Ⅱ２（要支援２） １４４ ２８８ ４３２ 

提供体制加算Ⅲ１（事業対象者・要支援１） ２４ ４８ ７２ 

提供体制加算Ⅲ２（要支援２ ４８ ９６ １４４ 

科学的介護推進体制加算 ４０  ８０ １２０ 

☆ 契約者が介護認定を受けていない場合は、サービス利用料金の全額を一旦お支払いいただきま

す。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が、介護保険から払い戻されます。（これを

「償還払い」といいます。） 

☆ 食事にかかる費用（食材費及び調理費用）は、全額自己負担となります。 

☆ 保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、契約者の自己負担額を変

更します。 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第５条参照） 

   以下のサービスは、利用料金の全額が契約者の負担となります。 

＜サービスの概要と利用料金＞  

① 食費、おやつ代  契約者の食費及びおやつ代を下記の通りお支払いいただきます。   

食費 １回当たり   630円 

おやつ代 １回当たり   100円 

② 教養娯楽費として 1回当たり 20円お支払いいただきます。 

③ 初回費用 150円（連絡袋・連絡ファイル代） 



 5 

④ 日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等契約者の日常生活に要する費用で契約者に負担して頂くこと 

が適当であるものに係る以下の費用を負担して頂きます。  

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあ

ります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う２か月前までに

ご説明します。 

（３） 介護職員処遇改善加算及び特定処遇改善加算について 

☆ 介護職員等処遇改善加算の算定式 

   ＜介護職員等処遇改善加算Ⅱ＞   サービス利用総単位数×加算率（9.0％） 

（４）利用料金のお支払い方法 

前記（１）又は（２）（３）の料金・費用は１か月ごとに計算し、サービス提供の翌月１０

日に請求書を発行いたしますので、請求書を受取られた月の末日までにお支払い下さい。 

自動口座振替でお支払いの方は、各金融機関指定の振替日に自動口座振替させていただき

ます。ご入金・自動口座振替の確認ができましたら、領収書を発行いたします。 

（５）利用の中止、変更  

  ①利用予定日の前に、契約者の都合によりサービスの利用を中止又は変更することができま

す。この場合には、サービスの実施日の前日までに事業者に申し出てください。 

  ②サービス利用の変更の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者の希望する期間に

サービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議します。 

7．緊急時における対応方法 

（１）緊急連絡等 

介護員等は、サービス利用中に契約者の症状に急変、その他緊急事態が生じたときは、速

やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、ご家族等に速やかに連絡します。 

（２）救急車等の手配 

   緊急事態発生時で家族等あらかじめ決められた緊急連絡先との連絡が取れない場合は、事

業者の判断で搬送先等を決定します。 

8．虐待防止の為の措置 

  事業者は、契約者の人権の擁護・虐待の防止等のため、次の設置を講ずるものとする。 

（１）虐待防止に関する責任者の選定及び設置 

（２）成年後見制度の利用支援 

（３）苦情解決体制の整備 

（４）従事者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修実施 

（５）虐待防止のための対策を検討する虐待防止委員会の設置及び委員会での検討結果について

の従業員への周知徹底 

9．身体拘束等の禁止 

事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するた

め緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体

的拘束等」という。）を行わないものとする。 

２ 事業所は、やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録するものとする。 
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３ 事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、次の措置を講ずるものとする。 

（１）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の設置及び委員会での検討結果につ

いての従業者への周知徹底 

（２）身体的拘束等の適正化のための指針の整備 

（３）従業者に対する身体的拘束等の適正化のための研修の実施 

10．業務継続計画の策定等 

  事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対し指定通所介護の提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計

画」という。）を策定し、当該事業継続計画に従い必要な措置を講ずるのもとする。 

２ 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施するものとする。 

３ 事業所は定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うも

のとする。 

11．事故発生時の対応 

サービス提供により事故が発生した場合には、ご家族、関係医療機関等への連絡を行うなど

必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際してとった処置について記録し、賠償すべき事故の

場合には、損害賠償を速やかに行います。事業者は損害賠償責任に必要な保険に加入していま

す。 但し、契約者の故意又は重大な過失が認められる場合は、事業者の損害賠償責任を減じ

ることができるものとします。 

12．通常の事業実施地域 

  通常の事業実施地域は、垂井町、養老町、池田町とします。 

13. 苦情の受付について（契約書第 24条参照） 

（１）当事業所における苦情の受付  

 ○苦情受付窓口（担当者） 

    ［職 名］  管理者  後藤 一美 

    ○受付時間   毎日 ９：００～１７：００ 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

契約者が居住する市町村役場 

垂井町役場 ０５８４－２２－１１５１（代） 

養老町役場 ０５８４－３２－１１００（代） 

池田町役場 ０５８５－４５－３１１１（代） 

岐阜県運営適正化委員会 

（社会福祉法人岐阜県社会福祉協議会内） 

電話番号  ０５８－２７８－５１３６ 

受付時間  平日９：００～１７：００ 

岐阜県国民健康保険団体連合会 

（介護保険苦情相談窓口） 

電話番号  ０５８－２７５－９８２６ 

受付時間  平日９：００～１７：００ 
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14．個人情報の提供に係る同意書 

契約者及びその家族の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の範囲内で 

使用することもあります。 

（１） 医療上、緊急の必要がある場合、医療機関等に個人に関する心身の状況等の情報を提供 

すること、並びに付随して家族の情報を提供すること。 

 （２）介護計画作成及び見直し等を行うサービス担当者会議等において、個人に関する心身状

況等の情報を提供すること、並びに付随して家族の情報を提供すること 

（３）その他サービスの質の向上を目的とした会議等のために、個人及び家族の情報を用いる 

こと 

 ＜個人情報の提供に係る事業所の遵守事項＞ 

（１） 個人情報の提供は、必要最小限とし提供にあたっては、関係者以外に情報が漏れないよ 

う細心の注意を払います。 

（２） 当事業所は、提供の同意を得た資料を厳重に管理し、適正な保管に努めます。 

15．重要事項の閲覧について 

この重要事項については、ホームページ及び事業所受付にて閲覧できます。 

16．写真・動画に係る同意書 

   当事業所における催し物等での写真撮影およびビデオ撮影した写真（画像）を事業所が発行 

する広報誌等に使用させていただきます。 

  □同意する       □同意しない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


